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令和４年度１２月補正予算案の概要 

 

 

〈総 括〉 

 

（一般会計）                              （単位：千円、％） 

 

区分 

 

既定予算額 
12 月補正予算額 12 月現計 

予算額 

（A） 

令和 3年度 

11 月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 
第 1 号 第 2 号 

 

総額 

 

 

607,327,975 896,020 6,432,080 

 

614,656,075 

 

594,037,151 

 

103.5 

 

 
 
〈第１号関係〉 
 

  ○ ○新物価高騰対策緊急生活支援金                 700,000千円  

      急激な物価高騰による影響を緩和し、低所得世帯の生活の安定を図るため、支援金を支  

     給する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      対 象 世 帯  住民税均等割のみ課税世帯 家計急変世帯 

      支 給 額  1世帯当たり30,000円 
 

  ○ ○新新型コロナウイルス感染症医療従事者応援事業費         196,020千円  

      新型コロナウイルスと季節性インフルエンザの同時流行に備え、新型コロナ患者の診療  

     等に携わる医療従事者を支援するため、応援金を支給する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      対 象 機 関  新型コロナ患者の診療・検査を行う医療機関 

      支 給 額  1病院当たり1,000,000円 

             (新型コロナ患者受入病床1床当たり50,000円上乗せ) 

             1診療所当たり600,000円 

             (かかりつけ患者のみを診療する場合300,000円) 
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〈第２号関係〉 
 
一 原油価格・物価高騰対策 

 
 

１ 生活者支援 
 

  ○ ○新家庭用省エネ機器導入支援事業費              1,036,000千円  

      光熱費の高騰に直面する家庭のエネルギーコストの削減を推進するため、省エネルギー  

     機器の導入に対しポイント等の付与を行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 
 

対象品目(※) 
対象要件 

(統一省エネラベル) 
ポイント額 

空 調 

2.5kW未満 

星3つ以上 

10,000円相当/台 

2.5kW以上2.8kW未満 15,000円相当/台 

2.8kW以上 20,000円相当/台 

冷蔵庫 

350L以下 星2つ以上 5,000円相当/台 

350L超450L以下 星3つ以上 15,000円相当/台 

450L超 星4つ以上 20,000円相当/台 

ガス温水器 星3つ以上 30,000円相当/台 

ＬＥＤ照明機器 星4つ以上 3,000円相当/台 
 
      (※)空調、冷蔵庫、ガス温水器は品目ごとに1人1台まで、ＬＥＤ照明機器は購入額が 

        5,000円以上で申請可 

  

  ○ ○新再エネ設備導入支援事業費補助金               330,000千円  

      光熱費の高騰に直面する家庭のエネルギーコストの削減を推進するため、太陽光発電設  

     備等の導入に対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      補 助 額  太陽光発電設備 1kW当たり 20,000円(200,000円上限) 

             蓄 電 設 備 1台当たり200,000円 
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２ 事業者支援 
 

  ○ 省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金           1,698,900千円  

      原油価格等の高騰に直面する事業者のエネルギーコストの削減を推進するため、省エネ  

     ルギー設備、再生可能エネルギー発電設備の導入に対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

        補 助 先  中小・小規模事業者 医療機関 社会福祉施設等 

        補 助 率  2/3 3/4(社会福祉施設) 

        補 助 額  省エネ設備 1事業所当たり3,000,000円上限(500,000円下限) 

             再エネ設備 1事業所当たり6,000,000円上限(1,000,000円下限) 

      既定予算額  1,386,000 

      補 正 額  1,698,900 

        計    3,084,900 

  

  ○ ○新賃金アップ環境改善事業費補助金               233,000千円  

      中小企業者等の賃上げを推進するため、生産性向上に資する設備投資や人材育成等を支  

     援する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

       1 業務改善推進補助金                     183,000      

          補 助 先  30円以上の賃上げを行った中小企業者等(賃上げ前の事業場内最低賃  

               金が1,000円以下の者に限る。) 

          事業内容  設備投資 コンサルティング 人材育成等 
 

賃上げ前事業場内最低賃金 補 助 率 補 助 額 

898円以上928円以下 

1/4(別に国3/4) 1,500,000円上限 

1/5(別に国4/5) 1,200,000円上限 

1/10(別に国9/10)  600,000円上限 

929円以上1,000円以下 4/5 6,000,000円上限 
 
         2 ＤＸ研修推進補助金                      30,000      

          補 助 先  30円以上の賃上げを行った中小企業者等(賃上げ前の事業場内最低賃  

               金が1,000円以下の者に限る。) 

        補 助 率  10/10 

        補 助 額  1事業者当たり300,000円上限 

       3 申請サポート補助金                      20,000      

          補 助 先  上記補助金の申請事業者 

          事業内容  社会保険労務士による申請書作成支援 

          補 助 率  10/10 

        補 助 額  1事業者当たり100,000円上限 
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  ○ ○新施設園芸等経営強化支援事業費                149,100千円  

      施設園芸農業者等の生産コスト削減や生産性向上を図るための取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

       1 経営強化支援事業費補助金                  120,000      

          補 助 先  施設園芸農業者 水産養殖業者 

          事業内容  機器整備 資材購入 

          補 助 率  2/3 

         2 経営強化奨励金                        29,100      

          事業内容  早期に機器整備等を行う施設園芸農業者への奨励金の支給 

          支 給 額  10a当たり150,000円 

  

  ○ 畜産経営基盤パワーアップ事業費補助金               97,756千円  

      畜産農家の経営安定を図るため、生産力強化や効率化に向けた取り組みに対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      補 助 先  畜産農家 

      事 業 内 容  自給飼料生産設備等の整備 

      補 助 率  1/4 1/2 10/10 

      既定予算額   88,250 

      補 正 額   97,756 

        計    186,006 
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二 新型コロナウイルス感染症に対応した緊急対策 

 
 

１ 感染拡大防止と医療提供体制の整備 
 

  ○ 新型コロナウイルス感染症医療提供体制強化事業費        945,000千円  

      感染拡大の防止や医療提供体制の強化を図るための取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金） 

       1 感染症患者対応重点医療機関等設備整備費補助金        710,000      

        事 業 内 容  超音波画像診断装置、血液浄化装置等の整備 

        補 助 率  10/10 
        既定予算額    774,000 

        補 正 額    710,000 

          計    1,484,000 

       2 診療・検査医療機関設備整備費補助金             235,000      

        事 業 内 容  ＨＥＰＡフィルター付空気清浄機、パーティション等の整備 

        補 助 率  10/10 
        既定予算額  123,000 

        補 正 額  235,000 

          計    358,000 

 

  ○ 新型コロナウイルス検査体制強化事業費             440,506千円  

      感染症患者の早期発見、早期治療を徹底するため、検査体制を強化する。 

       1 診療・検査医療機関検査機器整備費補助金           215,000      

       （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金） 

        事 業 内 容  等温遺伝子増幅装置、リアルタイムＰＣＲ装置等の整備 

        補 助 率  10/10 
        既定予算額   93,000 

        補 正 額  215,000 

          計    308,000 

       2 検査事業費                         225,506      

       （財源：感染症予防事業費等国庫負担金等） 

        事 業 内 容  ○新通所・訪問系の高齢者・障害者事業所等の職員に対する集中的検  

              査の実施 

        既定予算額  10,534,777 

        補 正 額    225,506 

          計    10,760,283 
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  ○ 二次救急病院等感染拡大防止支援事業費補助金           300,000千円  

      医療の現場における感染拡大の防止や診療体制の確保等を図るための取り組みに対し助  

     成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金） 

      補 助 先  42病院 

      事 業 内 容  感染症疑い患者の受け入れのための設備整備 院内感染防止対策等 

      補 助 率  10/10 
      既定予算額  300,000 

      補 正 額  300,000 

        計    600,000 

 

 

２ 県内経済の安定化・反転攻勢に向けた対策 
 

  ○ ○新ジュエリー産地国際ブランド力強化事業費              1,659千円  

      国際宝飾展「山梨ジュエリーフェア」の初開催を契機に、ジュエリーの産地としての本  

     県の魅力を海外に発信する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  業界雑誌への記事広告掲載 ＰＲ動画の配信等 

 

  ○ インバウンド観光復活プロモーション事業費            6,523千円  

      インバウンド観光の高付加価値型への転換を図るため、富裕層をターゲットとしたプロ 

     モーション活動を実施する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  ○新ロサンゼルスにおける旅行博への出展 

      既定予算額  20,530 

      補 正 額   6,523 

        計    27,053 

  

  ○ ○新やまなしスタートアップ支援拠点調査事業費            13,940千円  

      県内企業との共創による新たなビジネス創出や雇用の促進を図るため、スタートアップ  

     企業の支援拠点に必要な機能・設備等の調査を行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

 

  ○ 運輸振興事業費補助金                       12,000千円  

      運輸事業者が行う交通安全、自動車公害対策等に資する取り組みに対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      補 助 先  一般社団法人県トラック協会 

      事 業 内 容  ○新健康管理体制の強化 

      既定予算額  125,363 

      補 正 額   12,000 

        計    137,363  
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三 その他主要事業 
 

  ○ ○新全国知事会議開催費                      15,000千円  

      地方が抱える諸課題や、政府の施策・予算に関する提言等についての議論を行う全国知  

     事会議を開催するとともに、これを好機に、本県の魅力を全国に発信する。 

      開 催 期 間  5年7月24日～26日 

  

  ○ ○新時間外入庁管理システム整備費                19,164千円  

      県庁舎別館等におけるセキュリティの強化を図るため、マイナンバーカードの認証を活  

     用した入庁管理システムを整備する。 

  

  ○ 訟務管理費                           1,100千円  

      甲府地方裁判所令和3年(行ウ)第2号地位確認等請求事件の判決が確定したため、訴訟代  

     理人弁護士への報酬の支払いを行う。 

  

  ○ ○新介護福祉総合支援センター整備事業費              35,346千円  

      介護事業所や家族介護者への支援体制を強化するため、福祉プラザに介護福祉総合支援  

     センターを整備する。 

      事 業 内 容  改修工事等 

  

  ○ 医療機関連携促進事業費                     10,000千円  

      地域医療の充実を図るため、医療需要の分析や医療機関の連携強化等に向けた調査に対  

     し助成する。 

     （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

      補 助 先  ○新北杜市 

      補助基本額  15,000 

      補 助 率  2/3 

      既定予算額   8,800 

      補 正 額  10,000 

        計    18,800 

  

  ○ ○新分娩取扱施設施設整備事業費補助金               2,608千円  

      身近な地域で安心して出産することができるよう、分娩取扱施設が行う施設整備に対し  

     助成する。 

     （財源：医療施設等施設整備費補助金） 

      補 助 先  助産院フジサンバ 

      補 助 率  1/2 
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  ○ ○新新たな子育て家庭支援基盤整備事業費補助金           3,220千円  

      子育て家庭への包括的な支援体制を構築するため、市町村が行う児童福祉と母子保健の  

     一体的相談支援機関の開設準備に対し助成する。 

     （財源：安心こども基金繰入金） 

      補 助 先  昭和町 

      補 助 率  9/10 

  

  ○ ○新盛土規制法に基づく規制区域指定基礎調査事業費         30,547千円  

      盛土に伴う災害リスクのあるエリアの抽出等、特定盛土等規制区域指定のための基礎調  

     査を行う。 

     （財源：農山漁村地域整備交付金） 

      調 査 対 象  土砂の流出が想定される渓流の上流域等 

  

  ○ 市町村等工業団地基盤整備費補助金               81,036千円  

      本県への企業立地を促進するため、市町村等が行う工業団地造成に係る基盤整備に対し  

     助成する。 

      補 助 先  南アルプス市 

      事 業 内 容  道路、水路整備 

      補 助 率  1/2(県単) 

      既定予算額  101,839 

      補 正 額   81,036 

        計    182,875 

  

  ○ 県単独土木施設災害復旧費                    162,751千円  

      豪雨等により損壊した土木施設の復旧を行う。 

      既定予算額  200,000 

      補 正 額  162,751 

        計    362,751 

  

  ○ 職員給与改定                         803,566千円  

      人事委員会勧告に鑑み、職員の給与改定を行う。                   

      改  定  率  0.2% 

      期末・勤勉手当  4.40月(改定前 4.30月) 

      実 施 時 期  4.4.1           

 

 

 

 

 

 

 

 

区         分 既定予算額 補 正 額 計 

知 事 部 局 等 職 員 27,579,249 182,339 27,761,588 

教 育 委 員 会 職 員 70,158,010 497,415 70,655,425 

警 察 本 部 職 員 17,220,090 123,812 17,343,902 

計 114,957,349 803,566 115,760,915 


